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事 業 名 リスクコミュニケーションに必要な人材の育成等

上位施策名 化学物質対策

１ 事業の概要 近年、化学物質による環境汚染に対する国民の関心や不安が高ま
っているが、環境リスクに関する理解の不足や、行政、事業者及び
国民の間の環境リスクに対する考え方の相違等に起因するあつれき
等の問題がしばしば生じている。リスクコミュニケーションの推進
を図るためにも、ＰＲＴＲ法に基づき平成14年度末に公表・開示さ
れる予定の化学物質の環境への排出量等の意味や、化学物質の有害
性等に関して、国民が求める情報をまとめて分かりやすく提供する
必要がある。
本事業は、
① 化学物質に関するリスクコミュニケーションの担い手としての
人材の育成

② 人材登録制度の構築
③ 教材の作成
を行い、もって化学物質の環境リスクに関する行政、事業者及び国
民の間の対話の推進を図るものである。

２ 進捗状況 ① 自治体の人材のリスクコミュニケーション能力を高めるため、
環境研修センターにおいて化学物質行政研修を行った（平成１２
年度６１名参加）。
①② リスクコミュニケーションを効果的に行うため、海外におけ
る人材登録制度や実際の事業所と市民のコミュニケーション等の
事例を収集しているところ。
①③ 必要とされる人物像を具体化するとともに、ＰＲＴＲの普及
啓発と自治体の観点からのＰＲＴＲデータの活用手法を検討して
きたところ。

３ 評価 ①② 人材については、自治体担当者向けの行政研修が参加者に好
評であったため、今後とも研修内容のより一層の充実を図る。
また、今後は自治体研修のノウハウや海外の事例を活用して、
自治体以外で取組意欲のある人々を対象にした人材育成を進めて
いくことが、効率的であると考えられる。
③ 情報については、現在のところ国民が理解できるような分かり
やすい形とはなっていないことから、中立かつ国民の視点に立っ
た情報を分かりやすく加工して提供するための情報のまとめ方や
提供の方法を検討していくことが必要である。

この他、化学物質対策に関する情報は、多数の対策が存在するた
め分散しており、鳥瞰することが難しい。化学物質に関する施策や
情報を包括的に取りまとめ連携を取った施策の実施が望まれる。
また、市民、産業、行政の代表者による対話の場を設ける等によ
り、化学物質に関する情報の共有と相互理解を深め、共通認識の醸
成に努めることも必要である。
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５ 対応副施策等
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